
賛否の分かれた議案

賛成討論　この事業は消費税率 10％への引き上げ後
に予測される消費の落ち込みなどの経済への影響を
緩和するため、国の予算で全国の自治体が実施する
もの。
　5 千円分の商品券を 4 千円で最大 5 回購入でき、
10 月 1 日から 2 月 29 日まで使用できることから、
消費税引き上げ後の景気刺激効果は大きく、また利
用は発行した自治体内の小売店に限られるため地元
消費の拡大と地域活性化を期待できる。以上のこと
からこの議案に賛成。 （盟政会　白井 和弥）

賛
成
！

【新政みらい】 田中・北本・佐貫・西上・中田
【盟政会】 福田・幸田・白井・三谷
【公明党】 松岡・平野・大西
【市民の会】 檜田・美藤・佐々木
【無会派】 森本・多宮・小山・小杉反対討論　国のプレミアム付商品券に関する事業の

支出金額は1,819億円だが、みずほ総合研究所の試
算によると経済効果は400億円から500億円にしか
ならない。2万円で2万5千円分の商品券が買えると
言うが、事前に申請が必要であり生活に困窮してい
る家庭では2万円を支払うことが負担だと聞く。商
品券の使用期間は10月1日からわずか5ヶ月間であ
り、それ以降にのしかかる増税の負担は計り知れ
ない。
　市民の立場から納得のできない税金の使い方であ
り、この議案に反対。

（日本共産党三田市議団　長尾 明憲）

反
対
！

【日本共産党三田市議団】 國永・長尾

令和元年度一般会計補正予算（第３号）
当初の予算では不足しているものについて補うための一般会計の補正予算

「プレミアム付商品券発行事業　予算の増額」
消費税・地方消費税の引き上げが行われるが、低所得者や子育て世帯への影響を軽減し、
消費を下支えするために行うプレミアム付商品券発行事業の事業費増による補正予算。

賛成19名

反対  2名
可決

賛成討論　地方自治体の非常勤職員は、これまで各
自治体によって任用・勤務条件等の取り扱いが違っ
ていたが、この改正によって統一的な取扱いが定め
られ、非常勤職員の適正な任用、勤務条件が確保さ
れる。
　また、人事評価制度については、成績主義や平等
の取扱いの原則を踏まえ、任期ごとに客観的な能力
の実証に基づいて任用する必要があるため、市は適
正に対応されると考える。
　最適な任用・勤務形態で人員を構成することによ
り、効果的な行政サービスが提供できると考えるた
めこの議案に賛成。 （盟政会　白井 和弥）

賛
成
！

【新政みらい】 田中・北本・佐貫・西上・中田
【盟政会】 福田・幸田・白井・三谷
【公明党】 松岡・平野・大西
【市民の会】 檜田・美藤・佐々木
【無会派】 森本・多宮・小山・小杉

反対討論　嘱託職員やパート職員が会計年度任用職
員となることで、期末手当の増額など一見条件が良
くなるように見えるが、これは非正規職員に法的根
拠を与え非正規雇用を合法化し、非正規化を進める
ことにつながりかねない。また、任用の回数や継続
期間に制限が無く、何年働いても非正規雇用のまま
であり、昇給もなく、突然雇い止めされる恐れもあ
る。
　人事評価によって次の採用を決めるとあるが、市
の職員が常駐していない放課後児童クラブなどの職
場で評価が適正に行えるのか疑問である。
　以上のことからこの議案に反対。

（日本共産党三田市議団　長尾 明憲）

反
対
！

【日本共産党三田市議団】 國永・長尾

三田市会計年度任用職員の給与等に関する条例の制定・関係条例の整備について
令和２年４月１日に地方公務員法及び地方自治法の一部が改正され、会計年度任用職員制度が
創設される。三田市においても非常勤職員の適正な任用・勤務条件等を整備するため条例の制
定を行う。

賛成19名

反対  2名
可決
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令和元年度三田市一般会計補正予算（第３号） 可
決○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ×
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決
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し

令和元年度三田市国民健康保険事業特別会計補
正予算（第１号）

可
決○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

令和元年度三田市介護保険事業特別会計補正予
算（第２号）

可
決○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

令和元年度三田市下水道事業会計補正予算（第
１号）

可
決○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

三田市立幼稚園条例の一部を改正する条例の制
定について

可
決○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

三田市立幼稚園預かり保育条例の一部を改正す
る条例の制定について

可
決○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

三田市学校給食費徴収条例の一部を改正する条
例の制定について

可
決○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

三田市行政手続における特定の個人を識別するための
番号の利用等に関する法律に基づく個人番号の利用に
関する条例の一部を改正する条例の制定について

可
決○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

三田市会計年度任用職員の給与等に関する条例
の制定について

可
決○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ×

会計年度任用職員制度の導入に伴う関係条例の
整備に関する条例の制定について

可
決○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ×

特別職に属する常勤の職員の給与に関する条例
及び三田市教育委員会教育長の給与等に関する
条例の一部を改正する条例の制定について

可
決○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

三田市職員の分限に関する手続及び効果に関す
る条例等の一部を改正する条例の制定について

可
決○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

三田市消防団員の定員、任免、給与、服務等に
関する条例の一部を改正する条例の制定について

可
決○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

三田市手数料条例の一部を改正する条例の制定
について

可
決○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

三田市立保育所条例の一部を改正する条例の制
定について

可
決○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

三田市地域型保育事業の設備及び運営に関する
基準を定める条例の一部を改正する条例の制定
について

可
決○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

災害弔慰金の支給等に関する条例の一部を改正
する条例の制定について

可
決○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

三田市附属機関の設置に関する条例の一部を改
正する条例の制定について

可
決○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

三田市印鑑条例の一部を改正する条例の制定に
ついて

可
決○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

三田市副市長の選任につき同意を求めることに
ついて

同
意○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

三田市特定教育・保育施設及び特定地域型保育
事業の運営に関する基準を定める条例の一部を
改正する条例の制定について

可
決○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

平成 30 年度決算認定（12 件） 継
続○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

教職員定数改善と義務教育費国庫負担制度を堅
持するための、2020 年度政府予算に係る意見
書の提出について

可
決○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

教職員定数改善と義務教育費国庫負担制度を堅
持するための、2020 年度政府予算に係る意見
書採択に関する件（請願）

採
択○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

賛成：○　反対：×　欠席・棄権：－

9月定例会の結果
会期：８月23日～９月17日（26日間）

市長提出議案 33件
議員提出議案   1件
請願 1件、陳情 3件

令和
元年
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